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「当社株券等の大規模買付行為への対応方針について（買収防衛策）」に関するお知らせ 

 
  当社は、平成 25年 6月 22日開催の当社第 71期定時株主総会において株主の皆様から
ご承認を受け、「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基

本方針」（以下、「会社支配に関する基本方針」といいます。）に照らして不適切な者によ

って当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして

「当社株券等の大規模買付行為への対応方針について（買収防衛策）」（以下、「旧対応方

針」といいます。）の更新を決議いたしました。旧対応方針の有効期限は、平成 26 年 6
月 21 日開催予定の当社第 72 期定時株主総会（以下、「本株主総会」といいます。）の終
結時までとされておりますので、当社は、その後の情勢変化等も勘案しつつ、企業価値ひ

いては株主共同の利益の確保・向上という観点から、延長の是非も含めその在り方につい

て継続的に検討してまいりました。   
 
かかる検討の結果、当社は、本日開催された取締役会において、会社支配に関する基本

方針（会社法施行規則第 118 条第 3 号本文）を改めて決議するとともに、本株主総会に
おける株主の皆様のご承認を条件として、旧対応方針を一部改訂したもの（会社法施行規

則第 118 条第 3 号ロ（2）。以下、改訂された新しい買収防衛策を「本対応方針」といい
ます。）に更新することを決議いたしましたので、お知らせいたします。なお、本対応方

針は、形式的な文言の修正を行っておりますが、内容を実質的に変更している箇所はござ

いません。 
 

  会社支配に関する基本方針及び本対応方針の詳細は、添付のとおりです。 
 
 

以上 
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当社株券等の大規模買付行為への対応方針について（買収防衛策） 
 
 
１ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社支配

に関する基本方針） 
 

当社は、「お客様に信頼され、選ばれる企業であり続ける」ことを経営理念としてお

り、「今までの日本にない証券会社をつくろう」を合言葉に「金融・証券界のブランド・

ブティックハウス」となることを目指しています。当社の経営基盤は、お客様との“Long 
Term Good Relation”に基づくサービスの提供にあり、これを強化することによって
中長期的に当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させることができるものと

考えております。 
そのため、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理

念を理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上していくことを可

能とする者である必要があると考えます。 
また、当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当

社の株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。従って、当社は、当

社株式について大規模買付行為がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共

同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。 
しかしながら、株式の大規模買付行為の中には、その行為の目的等が企業価値・株主

共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するお

それがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大規模買付行為の内容等について

検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提

供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買

収者との協議・交渉を必要とするもの等、大規模買付行為の対象となる会社の企業価

値・株主共同の利益に資さないものも想定されます。 
当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大規模買付行為を行

う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このよう

な者による大規模買付行為に対しては、必要かつ相当な対応措置を採ることにより、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 
 

 
２ 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針

の実現に資する特別な取組み 

 

（１）新中期経営計画「チャレンジ３」による企業価値向上への取組み 
 

当社は、「金融・証券界のブランド・ブティックハウス」としての土台をより強固な

ものにする為に、平成26年３月末をターゲットとした中期経営計画「リカバリー・チ

ャレンジ」に取り組んで参りました。 

中期経営計画「リカバリー・チャレンジ」の計画期間満了に伴い、預り資産の拡大（目

標額３兆円）を核に、計画期間を３年間（平成26年４月１日から平成29年３月末まで）

とした新中期経営計画「チャレンジ３」を以下のとおり策定いたしました。 
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① 経営方針 
経営理念 「お客様に信頼され、選ばれる企業であり続ける」 

経営目標 「金融・証券界のブランド・ブティックハウス」 

行動指針 「感謝・誠実・勇気・迅速・継続」「Long Term Good Relation」 
 
 
② 新中期経営計画「チャレンジ３」の数値目標 
目標の時期 平成29年３月末 

預り資産 ３兆円 

主幹事会社数（累計） 50社        

ＲＯＥ（単体） 15％程度 

 

③ ８つの基本戦略 
ⅰ. いちよしクレドの実践  

   経営理念＝「お客様に信頼され、選ばれる企業であり続ける」の実践 

ⅱ. 営業基盤の拡大  

  預り資産の拡大；「富裕層顧客」と「地元密着」 

ⅲ. 収支構造改善の継続  

  「投資信託の残高報酬によるコストカバー率アップ」と「株式委託手数料以外の収入でコ

ストをカバー」 

ⅳ. 既存ビジネス収益力の厚みの増加  

  中小型成長企業ビジネス；「IPO、PO引受業務」「機関投資家部門」「法人営業部門」「いち

よしアセットマネジメントの投信委託業務」 

ⅴ. いちよしグループの総合力アップ  

  中小型成長企業ビジネス；いちよし証券、いちよし経済研究所、いちよしアセットマネジ

メントの三位一体による展開 

ⅵ. コンプライアンスの実践  

  「いちよしなら安心」と言われるまでにレベルアップ 

ⅶ. チャネルの多様化  

  地方証券とのジョイントビジネスの展開 

ⅷ. 人材の育成  

  「10年単位の研修プログラム」「自己成長プログラム拡充と積極的な参加奨励」 
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（２）コーポレート・ガバナンス、株主還元等に関する取組み 

 

   当社は、経営理念を実現させるべく、従来より一貫して経営の意思決定の機動性、透

明性、業務執行の迅速性、及び業務執行に対する監督強化を図っており、コーポレート・

ガバナンスを経営における最優先課題の一つとしております。 

当社は、平成15年６月より委員会設置会社の制度を採用しております。当社取締役

会においては、独立性を有する社外取締役４名による執行役の業務執行の監督が行われ

ており、監査委員会においては、独立性を有する監査委員３名による取締役及び執行役

の業務執行の監査が行われております。また、当社は、平成17年11月に執行役社長の

直属機関として内部監査部を、平成18年５月には内部統制に関する一元的な管理体制

を構築するため、内部統制委員会を設置し、内部統制の整備・充実に努めております。 

これらに加え、平成21年２月より、業務執行力のより一層の強化と少人数の執行役

による機動的な意思決定を図るため、執行役員制度を導入しております。 

 

   また、当社は、株主還元につきましても積極的に取り組んでおり、経営上の重要課題

として捉えております。 
業績連動型の配当方針を基本とし、配当性向をベースとした配当を行っておりますが、

利益還元を継続して充実させていくことを目的として、平成 20年３月期より新たに純
資産配当率（DOE）も勘案して配当額を決定しております。 
  具体的には、配当性向（40％程度）と純資産配当率（４％程度）を配当基準とし、
半期毎に算出された金額について、いずれか高いものを採用して配当額を決定する方針

であります。 
  なお、純資産配当率については半期２％程度（年率４％程度）で算出することとして

おります。 
 

   さらに、当社は、従来より地域社会における文化活動、ボランティア活動への参加や

イベントへの協賛等に積極的に取り組んでおります。 

 

   当社は、以上のような諸施策を実行し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確

保・向上を図っていく所存であります。 

 
３ 会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針

の決定が支配されることを防止するための取組み 
 
（１）目的 
 

当社は、大規模買付行為が行われる際には、大規模買付者から大規模買付行為の目的、

内容、将来にわたる経営戦略等について十分な情報が提供され、また、対象会社の経営

陣が当該大規模買付行為を検討・評価した上、対象会社としての意見表明や情報提供等

を行い、これらの情報を前提に十分な検討の時間を取った上で株主の皆様が大規模買付

行為に応じるか否かの判断をなすことができるようにするべきものと考えております。

このような必要十分な情報提供と熟慮期間の確保は、自由・公正な証券市場を形成する

上で不可欠なものであると考えております。 
そこで、当社は、「当社株券等の大規模買付行為への対応方針について（買収防衛策）」

を更新し（以下、更新後の対応方針を「本対応方針」といいます。）、特定株主グループ

（注１）の議決権割合（注２）を 20%以上とすることを目的とする当社株券等（注３）の取
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得行為、又は特定株主グループの議決権割合が結果として 20%以上となる当社株券等
の取得行為を併せて大規模買付行為と定義し、以下のとおり、当社株券等の大規模買付

行為に関するルール（以下、「大規模買付ルール」といいます。）といたしました。 
なお、現時点において、当社が特定の第三者から大規模買付の提案を受けている事実

はありません。 
 
（２）大規模買付ルールの概要 
 
   当社の定める大規模買付ルールは、まず、大規模買付行為を行う者（以下、「大規模

買付者」といいます。）から当社取締役会に対して事前に必要かつ十分な情報が提供さ

れ、次に、当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為の開始を

認める、というものです。 
 
 ①  大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社宛に、大規模買

付ルールに従う旨の意向表明書を提出していただきます。意向表明書には、大規模買

付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先及び提案する大規模買付

行為の概要等を明示していただきます。 
 
②  大規模買付者には、当社取締役会に対して、株主の皆様の判断及び当社取締役会と

しての意見形成のために必要であるとして当社取締役会が定める情報（以下、「大規

模買付情報」といいます。）を提供していただきます。当社は、上記意向表明書の受

領後５営業日以内に、大規模買付者から当初提供していただくべき大規模買付情報の

リストを大規模買付者に交付します。なお、当初提供していただいた情報だけでは大

規模買付情報として十分でないと考えられる場合、必要かつ十分な情報が揃うまで追

加的に情報提供をしていただくことがあります。大規模買付情報の主な項目は、以下

のとおりです。 
 

    ⅰ. 大規模買付者及びその特定株主グループの概要 
    ⅱ. 大規模買付行為の目的及び内容 
    ⅲ. 買付対価の算定根拠及び買付資金の裏づけ 
    ⅳ. 大規模買付行為完了後に意図する当社グループの経営方針及び事業計画 
    ⅴ. 大規模買付行為完了後に意図する当社グループのお客様、取引先、地域社会、

従業員その他の当社グループに係る利害関係者に関する方針 
 ⅵ. 大規模買付者が当社グループの事業と同種の事業を営んでいる場合、独占禁

止法や海外競争法に照らして大規模買付行為の適法性についての考え方 
 
なお、当社取締役会は、大規模買付行為の提案があった事実及び当社取締役会に提

供された大規模買付情報について、株主の皆様の判断のために必要であると認められ

る場合には、適切と判断する時点で、その全部又は一部を開示します。また、当社取

締役会は、大規模買付者による大規模買付情報の提供が必要かつ十分になされたと判

断した場合には、速やかにその旨及び評価期間が満了する日を開示します。 
     
 ③  当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度等に応じ、大規模買付情報の提

供が完了した後、原則として、「対価を円貨の現金のみとする公開買付けによる当社

全株式を対象とする買付の場合」には 60 日間、「その他の大規模買付行為の場合」
には 90 日間、が当社取締役会及び独立委員会による評価、検討、意見形成、交渉、
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代替案立案等のための期間（以下、「評価期間」といいます。）として与えられるべき

ものと考えます。従って、大規模買付行為は、評価期間の経過後においてのみ開始す

ることができるものとします。 
 

評価期間中、当社取締役会は、提供された大規模買付情報や、これについての当社

取締役会としての意見を、当社取締役会から独立した独立委員会（その詳細について

は、下記（３）③「独立委員会の設置」をご参照下さい。）に対して伝え、また、当

社取締役会としての代替案を提示することもあります。これを受けて、独立委員会は、

評価期間中に、大規模買付情報や当社取締役会の意見を十分に評価・検討し、また、

大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について協議、交渉等をした

上、下記（３）記載のとおり勧告を行うものとします。 
 
（３）大規模買付行為が開始された場合の対応方針 
 
① 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

    大規模買付者によって大規模買付ルールが遵守されない場合には、当社取締役会は、

企業価値又は株主共同の利益の確保・向上を目的として、新株予約権の無償割当てな

どの会社法その他の法律及び当社定款が当社取締役会の権限として認める措置をと

り、大規模買付行為に対抗することがあります。対抗措置の発動に際しては、必ず独

立委員会の勧告を得るものとし、その勧告を最大限尊重し、当社取締役会が対抗措置

の発動を決定します。具体的な対抗措置については、その時点で相当と認められるも

のを選択することとなります。具体的な対抗措置として新株予約権の無償割当てを行

う場合の新株予約権の概要は、別紙記載のとおりとします。なお、実際に新株予約権

無償割当てを実施する場合には、対抗措置としての効果を勘案した行使期間、行使条

件、及び取得条項等を設けることがあります。 
 
② 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

    当社取締役会は、大規模買付者により大規模買付ルールが遵守されている場合、原

則として、大規模買付行為に対する対抗措置は講じません。 
    もっとも、例外的に、大規模買付行為が当社の企業価値又は株主共同の利益の確

保・向上に反すると認められる場合には、当社取締役会は、必ず独立委員会の勧告を

得た上、その勧告に従い適切と判断する時点において、株主の皆様の利益を守るため

に相当と認められる対抗措置を講じることがあります。 
    具体的には、以下のⅰ.ないしⅵ.の類型に該当すると認められる場合には、大規模

買付行為が当社の企業価値又は株主共同の利益の確保・向上に反すると認められる場

合に該当するものと考えます。 
 
    ⅰ. 真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価を吊り上げ

て高値で株式を当社関係者に引き取らせる目的で大規模買付行為を行ってい

ると判断される場合 
    ⅱ. 当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハ

ウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を大規模買付者やそのグループ会社

等に移譲させる目的で大規模買付行為を行っていると判断される場合 
    ⅲ. 当社の経営を支配した後に、当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社

等の債務の担保や弁済資源として流用する予定で大規模買付行為を行ってい

ると判断される場合 
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    ⅳ. 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない不動産、
有価証券等の高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な

高配当をかけさせるか、あるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を

狙って当社株式の高値売り抜けをする目的で大規模買付行為を行っていると

判断される場合 
    ⅴ. 大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、強圧的二段階買収（最初の

買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段目の買付条件を不利に設定し、

あるいは明確にしないで、公開買付等の株式買付を行うことをいう。）など、

株主の判断の機会又は自由を制約し、事実上、株主に当社株式の売却を強要

するおそれがあると判断される場合（ただし、部分的公開買付けであること

をもって当然にこれに該当するものではない。） 
    ⅵ. その他、ⅰ.ないしⅴ.に準じる場合で、当社の企業価値又は株主共同の利益を

毀損し、当社に回復し難い損害をもたらすと合理的な根拠をもって判断され

る場合 
 
 
③ 独立委員会の設置 

    当社は、大規模買付ルールを定めるに際し、大規模買付ルールを適正に運用し、当

社取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するため、当社経営陣から独

立した委員で構成される独立委員会を設置します。当社第 72期定時株主総会（以下、
「本株主総会」といいます。）において、本対応方針について株主の承認を得られた

場合の独立委員会の委員は３名とし、その詳細は別紙のとおりとします。 
    独立委員会は、当社取締役会等から受領した大規模買付情報や当社取締役会の意見

などの検討等を行い、また、当社の企業価値又は株主共同の利益の確保・向上という

観点から当該大規模買付行為の内容を改善するために必要と認めた場合、直接又は間

接に、大規模買付者と協議、交渉等を行います。 
独立委員会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、及び対抗措置

をとるか否かの判断を行い、当社取締役会に対して勧告を行います。独立委員会は、

その判断をするにあたっては、当社の費用で、当社経営陣から独立した第三者（財務

アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）

の助言を得たり、当社の取締役、執行役、執行役員、従業員等に独立委員会への出席

を要求し、必要な情報について説明を求めることができるものとします。なお、独立

委員会は、当該勧告の概要その他独立委員会が適切と判断する事項について、速やか

に情報開示を行います。 
当社取締役会は、独立委員会のかかる勧告を最大限尊重して、大規模買付者に対し

て対抗措置を講じるか否かの決定を行うものとします。当社取締役会は、対抗措置を

講じることを決定した場合、対抗措置の具体的内容等について速やかに情報開示を行

います。 
 
（４）株主・投資家に与える影響等 
 
① 大規模買付ルール更新時の影響等 

    大規模買付ルールは、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを適切に判断し

たり、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な情報や時

間を確保することなどを可能にすることによって、当社の企業価値・株主共同の利益

を確保するためのものです。 
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従いまして、大規模買付ルールを更新することは、株主及び投資家の皆様が適切な

投資判断を行う上での前提となるものであり、株主及び投資家の皆様の利益に資する

ものであると考えております。 
    また、大規模買付ルールの更新時点では、新株予約権無償割当て等は行われません

ので、株主の皆様あるいは投資家の皆様の権利・利益に具体的な影響が生じることは

ありません。 
 
② 大規模買付ルールに定める対抗措置の発動時の影響等 

    対抗措置の発動によって、株主の皆様（大規模買付者及びその特定株主グループ等

を除きます。）が法的権利の毀損や経済的な損失を被るような事態は想定しておりま

せん。 
    対抗措置として考えられるもののうち、新株予約権の無償割当てについての株主の

皆様に関わる手続きについては、次のとおりとなります。 
    新株予約権の無償割当てを受けた株主の皆様には、新株予約権の行使により新株を

取得するために所定の期間内に一定の金額の払込みをしていただく必要があります。

なお、当社取締役会が新株予約権を取得することを決定した場合には、行使価額相当

の金額を払込むことなく、当社による新株予約権の取得の対価として、株主の皆様に

当社株式を交付することがあります。かかる手続きの詳細につきましては、実際に新

株予約権の無償割当てをすることになった際に、法令及び金融商品取引所規則に従っ

てお知らせいたします。 
なお、具体的な対抗措置の発動を決議した後であっても、大規模買付者が事後的に

大規模買付行為の撤回又は変更を行うなど、当該対抗措置の発動が適切ではないと当

社取締役会が判断した場合には、独立委員会の勧告を十分尊重した上で当該対抗措置

を中止する場合があります。この場合には、一株当たりの株式価値の希釈化が生じま

せんので、一株当たりの株式価値の希釈化を前提として売付等を行った株主又は投資

家の皆様は株価の変動により、不測の損害を被る可能性があります。 

 
（５）本対応方針の有効期限 
 

本対応方針については、本株主総会において、株主の皆様のご承認を得られることを

条件として更新し、新たな有効期限を、平成27年６月開催予定の定時株主総会終結時
までといたします。ただし、本対応方針の有効期限満了前であっても、当社株主総会又

は当社取締役会において、本対応方針を廃止する旨の決議がなされたときは、その時点

で本対応方針は廃止されるものとします。 
 

４ 上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 
 
（１）会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み（上記２の取組み）について 
 
   上記２に記載した企業価値向上への取組みやコーポレート･ガバナンス、株主還元等

に関する取組みといった各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続

的に向上させるための具体的施策として策定されたものであり、まさに会社支配に関す

る基本方針の実現に資するものです。 
   従って、これらの各施策は、会社支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値・株

主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもので

はありません。   
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（２）会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方

針の決定が支配されることを防止するための取組み（上記３の取組み）について 
 
 ① 上記取組みが会社支配に関する基本方針に沿うものであること 
    本対応方針は、大規模買付行為が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否か

を株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するため

に必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために大規模買付者と協議・交渉等

を行うことなどを可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保す

るための枠組みであり、会社支配に関する基本方針に沿うものです。 
 
② 上記取組みが株主の共同の利益を損なうものでなく、また、会社役員の地位の維持を

目的とするものではないこと 
    当社は、次の理由により、本対応方針は、株主の共同の利益を損なうものではなく、

また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 
 

ⅰ. 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 
本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成 17年５月 27日に発表した「企

業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」

の定める三原則を充足しております。また、経済産業省に設置された企業価

値研究会が平成 20年６月 30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた
買収防衛策の在り方」の内容を踏まえております。 

 
ⅱ. 株主意思を重視するものであること 

当社は、本対応方針について株主の皆様のご意思を確認するため、本株主

総会において本対応方針について株主の皆様にお諮りさせていただきます。

また、本対応方針は、有効期限を約１年間としており、毎年株主の皆様にお

諮りさせていただきます。 
 

ⅲ. 独立した社外者の判断の重視と情報開示 
当社は、本対応方針において大規模買付ルールを設定するにあたり、当社

取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、大規模買付ルールの

運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を設置し

ております。 
独立委員会によって、当社取締役の行動を厳しく監視すると共に、その判

断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の

企業価値・株主共同の利益に資する範囲で大規模買付ルールの透明な運営が

行われる仕組みが確保されています。 
 

ⅳ. 合理的な客観的要件の設定 
本対応方針に基づく大規模買付ルールは、上記３（３）「大規模買付行為が

開始された場合の対応方針」にて記載したとおり、合理的かつ詳細な客観的

要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会

による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。 
 

ⅴ. 第三者専門家の意見の取得 
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大規模買付者が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、当社経営陣か

ら独立した第三者（財務アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタン

トその他の専門家を含みます。）の助言を受けることができるものとしていま

す。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保さ

れる仕組みとなっています。 
 

ⅵ. デッドハンド型の買収防衛策ではないこと 
上記３（５）「本対応方針の有効期限」にて記載したとおり、本対応方針は、

大規模買付者が、自己の指名する取締役を株主総会で選任し、かかる取締役

で構成される取締役会により、本対応方針を廃止することが可能です。 
従って、本対応方針は、デッドハンド型の買収防衛策（取締役会の構成員

の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありま

せん。また、当社は取締役の解任要件を加重しておりません。 
 
 
注１：特定株主グループとは、 
（ⅰ） 当社の株券等（金融商品取引法第 27条の 23第 1項に規定する「株券等」をいいます。）の保

有者（同法第 27 条の 23 第 3 項に基づき保有者に含まれる者も含みます。以下同じとします。）
及びその共同保有者（同法第 27条の 23第 5項に規定する「共同保有者」をいい、同条第 6項に
基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下、同じとします。） 
又は、 

（ⅱ）当社の株券等（同法第 27条の 2第 1項に規定する「株券等」をいいます。）の買付け等（同法
第 27条の 2第 1項に規定する「買付け等」をいい、取引所金融商品市場において行われるものを
含みます。）を行う者及びその特別関係者（同法第 27条の 2第 7項に規定する「特別関係者」を
いいます。） 
を意味します。 

 
注２：議決権割合とは、 
  （ⅰ）特定株主グループが、注１の（ⅰ）記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（金融商品取

引法第 27条の 23第 4項に規定する「株券等保有割合」をいいます。この場合においては、当該
保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する「保有株券等の数」をいいます。以下、

同じとします。）も加算して計算するものとします。）     
又は、 

  （ⅱ）特定株主グループが、注１の（ⅱ）記載の場合は、当該大規模買付者及び当該特別関係者の株

券等所有割合（同法第 27条の 2第 8項に規定する「株券等所有割合」をいいます。）の合計 
をいいます。 
 

注３：株券等とは、金融商品取引法第 27条の 23第 1項、又は同法第 27条の 2第 1項のいずれかに規定
する「株券等」をいいます。 
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別紙 

 

新株予約権の概要 
 
 

（１）新株予約権の数 
新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下、「新株予約権無償割当て決議」

といいます。）において当社取締役会が別途定める一定の日（以下、「割当期日」といい

ます。）における当社の最終の発行済株式総数（ただし、同時点において当社の有する

当社株式の数を控除します。）と同数とします。 
 
（２）割当対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主に対し、その有

する当社株式１株につき新株予約権１個の割合で、新株予約権を割り当てます。 
 
（３）新株予約権の無償割当ての効力発生日 

新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日とします。 
 
（４）新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の１個の目的である株式の種類は、当社が現に発行している株式（普通株

式）とし、新株予約権の１個の目的である株式の数（以下、「対象株式数」といいます。）

は、原則として１株とします。 
 
（５）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、新株予約権の行使に際して出

資される財産の株式１株当たりの価額は、新株予約権無償割当て決議において当社取締

役会が別途定める１円以上の価額とします。 
 
（６）新株予約権の行使期間 

新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定めた日を初日（以下、かか

る行使期間の初日を「行使期間開始日」といいます。）とし、１ヶ月間から３ヶ月間ま

での範囲で新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める期間としま

す。ただし、下記（９）②に基づき、当社が新株予約権を取得する場合、当該取得に係

る新株予約権についての行使期間は、当該取得日の前営業日までとします。 
 
（７）新株予約権の行使条件 

大規模買付者及びその特定株主グループ、ならびにこれらの者が実質的に支配し、こ

れらの者と共同して行動する者として当社取締役会が認めた者（以下、「非適格者」と

いいます。）は、原則として新株予約権を行使することができません。また、外国の適

用法令上、新株予約権の行使にあたり所定の手続きが必要とされる非居住者も、原則と

して新株予約権を行使することができません（ただし、非居住者のうち当該外国の適用

法令上適用除外規定が利用できる者等の一定の者は行使することができるほか、非居住

者の有する新株予約権も、下記（９）のとおり、当社による当社株式を対価とする取得

の対象となります。）。 
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（８）新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。 
 
（９）当社による新株予約権の取得 
① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が新株予約権を取得すること

が適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定める日において、

全ての新株予約権を無償にて取得することができるものとします。 
② 当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が有する新株予約

権のうち当該当社取締役会が定める日の前営業日までに未行使のもの全てを取得し、こ

れと引換えに、新株予約権１個につき対象株式数の当社株式等を交付することができま

す。 
また、かかる取得がなされた日以降に、新株予約権を有する者のうち非適格者以外の

者が存在すると当社取締役会が認める場合には、上記の取得がなされた日より後の当該

当社取締役会が別途定める日において、当該者の有する新株予約権のうち当該当社取締

役会の定める日の前営業日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、新株予

約権１個につき対象株式数の当社株式等を交付することができるものとし、その後も同

様とします。 
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別紙 

 

独立委員会委員略歴 

 

当社の独立委員会の委員は、以下の３名を予定しております。 

 

安斎 隆（あんざい たかし） 

【略歴】 

 昭和16年 1月17日生 

 昭和 38年 4月 日本銀行 入行 

 昭和 60年 3月 同行新潟支店長 

 平成 6年 5月 同行考査局長 

 平成 6年 12月 同行理事  

平成 10年 11月 日本長期信用銀行頭取 

平成 12年 8月 （株）イトーヨーカ堂顧問 

平成 13年 4月 （株）アイワイバンク銀行（現（株）セブン銀行）代表取締役社長 

平成22年 6月 同社代表取締役会長（現任） 

※ 安斎隆氏と当社との間には、特別の利害関係はなく、取引関係も一切ございません。 
 
池田 典義（いけだ のりよし） 
【略歴】 

 昭和15年 8月14日生 

 昭和38年 4月  モービル石油（株） 入社 

 昭和46年 4月  （株）フジコンサルト（現（株）アイネット）代表取締役社長 

平成15年 6月  （株）テレビ神奈川社外取締役（現任） 

平成18年 6月  （株）アイネット代表取締役会長（現任） 

平成25年 6月 一般社団法人神奈川県情報サービス産業協会名誉会長（現任） 

※ 池田典義氏と当社との間には、特別の利害関係はなく、取引関係も一切ございません。 

 
五木田 彬（ごきた あきら） 

【略歴】 

 昭和22年 9月20日生 

 昭和53年 4月 検事任官 東京地方検察庁（刑事部、公判部） 

昭和54年 3月 水戸地方検察庁 

昭和57年 3月 東京地方検察庁（刑事部、特別捜査部） 

昭和60年 3月 大阪地方検察庁（特別捜査部） 

昭和62年 3月 東京地方検察庁（特別捜査部） 

 昭和63年 3月 検事退官 

 昭和63年 4月 弁護士登録 

平成 6年 5月 五木田・三浦法律事務所（現任） 

平成22年 6月 当社取締役（現任） 

※ 五木田彬氏は会社法第２条第15号に規定される社外取締役です。同氏と当社との間

には、特別の利害関係はなく、取引関係も一切ございません。 
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（参照） 
 

当社の大株主の状況 
 
 
平成 26年３月 31日現在の当社の大株主の状況は、以下のとおりです。 
 

株主名 持株数（千株） 持株比率（％） 
野村土地建物株式会社 5,298 12.17 
NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE 15PCT TREATY 
ACCOUNT 常任代理人 香港上海銀行東京支店 3,582 8.23 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,679 6.15 
RBC ISB A/C DUB NON RESIDENT – TREATY RATE 常
任代理人 シティバンク銀行株式会社 1,250 2.87 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,042 2.39 
株式会社野村総合研究所 879 2.02 
ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーア

カウント 常任代理人 ゴールドマン・サックス証券株式会社 636 1.46 

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス 
エル オムニバス アカウント 常任代理人 株式会社みずほ銀
行決済営業部 

493 1.13 

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 
505103 常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部 465 1.07 

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 
常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部 446 1.02 

 
（注）持株比率については自己株式（910,070株）を控除して算出しております。 


